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一  般  質  問  通  告  書 

 

 今定例会に下記要旨の一般質問を行いたいので、会議規則第５９条第２項の規定により

質問通告書を提出します。 
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I. 区長の政治姿勢について 
1. 能登半島地震について 
（１）発生から 2 か月近く経過した能登半島地震では、いまだ被

災者の命や健康が危ぶまれる事態が続いている。今回は、初動の

遅れが指摘されるとともに、交通不便な半島という地理的条件

が、救援に困難をもたらし、断水の解消は市によっては４月以降

になり、洗濯や入浴といった日常生活を取り戻せていない。同じ

地震大国であるイタリアでは、「発災後８時間以内にどこでも暖

かい食事を 1000 人分作れるキッチンカーと誰でも使えるトイ

レ・シャワーカーが被災地に届く」体制を政府がとっているのに

対し、避難所は２９年前の阪神淡路大震災時と変わらない光景が

繰り返されていた。「この３０年間政治は何をやってきたのか」

「大阪万博や軍事費（防衛費）よりも被災地支援を」という声が

上がるのも当然だ。 
加えて当初は物品や人的支援及び災害ボランティアの受け入

れについては、「自治体からの支援のみ」との姿勢で、多くの人・

自治体が支援をしたくてもできない状況だった。国が「北陸応援

割」を打ち出した時に石川県の HP では「不要不急の移動は控え

て！」と呼びかけ続けるというちぐはぐな対応であった。 
また、「志賀原発に異常はない」との TV 報道とはうらはらに、

想定を上回る揺れ、敷地に亀裂、変圧器が壊れ約２万㍑の油漏れ、

外部電源が一部使えず復旧に半年かかる、などの事実が次々と明

らかになった。北陸電力の発表のたびに被害の程度が大きくな

り、避難計画では避難先が半島北東部の能登町で、今回の地震で

道路が寸断され、全く機能しないことが明らかになった。 
 以上のことについて、区長はどう考えるか。 
（２）能登半島地震の教訓を生かすことについて 
 今後 30 年で７割の確率で首都直下型地震が起きるといわれて



 

                           13 枚のうち 2 枚目 

 ２９ 番  はたの 昭 彦 

行 政 区 分 質 問 の 要 旨 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 政策経営行政 

 

 

 

 

 

 

いる中、能登半島地震の教訓を生かす必要がある。災害時の受援

体制や災害弱者支援をはじめとする避難所体制、災害協定の具体

化、備蓄など抜本的に見直すべきと思うがどうか。 

 
2. 綾瀬エリアデザイン計画について 

区は、旧子ども家庭支援センター跡地にある東綾瀬中学校

仮設校舎を、引き続き東渕江小学校の建替えのために活用す

ることを決めた。綾瀬地域は、平成 26 年にエリアデザイン

計画第 1 号となったが、地域のニーズと異なる計画に異論が

続出し、見直しにより 10 年も遅れ、やっと本計画が動き出

すという時にさらに遅れることになった。 
跡地活用について、昨年 5 月に活用イメージ（案）につい

ての住民アンケートを、事業者には誘致に向けたヒアリング

を実施、9 月には住民説明会まで実施していた。その事実を

東渕江小学校の関係者には説明せず、この間跡地活用につい

て、真剣に話し合いを続けてきた綾瀬駅周辺まちづくり協議

会の了解も取らずに、保護者アンケートまで行ったことが今

回の混乱の原因であり、区の責任は重い。 
（１）この様な状況での仮設校舎利用の決定は地域を二分し、

禍根を残す結果になるとは思わないか。一度立ち止まって、

あり方を見直すべきではないか。 
（２）そもそもは入札不調が主因なのに、決定に至った理由の

第 1 に子どもの教育環境をあげているが、理由がすり替わ

っているのではないか。今後の改築は、場当たり的な対応

ではなく、一貫した方向性を持つべきではないか。 
（３）区は、旧こ家セン跡地計画のスケジュール遅延は最小限

にとどまるとしているが、そもそも平成２６年の計画が 10
年遅れ、その上の 1 年だ。ここまで遅らせた責任を区長は

どう考えているのか。 

 
II. 新年度予算案について 
1. 予算案の全体像について 

新年度の一般会計予算は、昨年を１４２億円上回る３，３

００億円で、１０年連続で過去最高額を更新した。また基金

積立金は全国トップクラスを維持している。 
区は石油危機以来４１年ぶりの消費者物価指数の伸びが

区民生活に影響を及ぼすと言いながら、「いざという時に大



 

                           13 枚のうち 3 枚目 

 ２９ 番  はたの 昭 彦 

行 政 区 分 質 問 の 要 旨 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

切なのは堅実な財政運営」と、区民生活よりも区財政を優先

する姿勢は基礎的自治体の責任を果たすものではない。 
能登半島地震を受け、真っ先に災害対策の強化を打ち出し

たが、内容は備蓄品の増量が中心で、そのために区外に備蓄

倉庫を確保するとしながら、区内の備蓄倉庫は廃止する。物

価高騰対策の経済支援策として昨年実施した保育・障がい・

高齢者等への支援は盛り込んでいない。また、新年度都が実

施予定の給食費補助などによる歳入増も盛り込んでおらず、

すでに大幅な剰余金の可能性すらあるのに、区民への直接支

援は国任せで、他自治体が実施した拡充も拒否し続けてい

る。以上の点から新年度予算の組み換えをおこなうべきでは

ないか。 

 
2. 具体的な施策について 

以下の具体的な施策についての実施を求める。 
（１）子どもの紙オムツ等の宅配による見守りについて 

紙オムツ等の宅配は、ポピュレーションアプローチとして

全世帯に見守り支援、かつ経済的支援にもなる。区はポピュ

レーションアプローチの必要性を認め、家事支援などの顔と

顔が見える「ヒト」を介した相談事業の充実を図るとのこと

だが、十分ではない。行政に対し敷居が高いと感じ、これま

で行政とのつながりの薄い人に届く施策が必要だ。家事支援

を含め、紙おむつやミルクの宅配など、１歳までの育児で希

望するサービスを選択、定期的に受けられることで見守り支

援となる２３区初となる制度を実施すべきではないか。 
（２）生きがい奨励金について 

 生きがい奨励金が廃止され３年が経過したが、未だ復活を

求める署名が区長に届けられ、その数は累計では２万筆に達

しようとしていると聞く。物価高騰や社会保障削減で苦しん

でいる高齢者に対し年１回の支援策として、生きがい奨励金

を復活する考えはないか。 
（３）奨学金について 

①昨年新設した給付型奨学金は大変好評で、６年度、募集人

員４０人に対し２０６人の応募があった。最終的には募集枠

を８人上回る４８人を決定したが、４倍以上の狭き門だ。募

集枠を増やす考えはないか。 
②足立区の給付型成績要件 4.0 は他の自治体と比べても厳し
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く諦める学生も多い。他の自治体では 3.5 以上の申込者すべ

てに、全額ではないが給付型奨学金を実施しているところも

ある。日本学生支援機構の給付型奨学金の要件でもある 3.5
以上の学生に対し、少額の新たな給付型奨学金を作るべきで

はないか。 
③わが党が昨年の第 3 回定例会ですでに返済している社会人

に対する返済支援を求めたのに対し、区は検討を表明したが、

対策は極めて不十分で結局は何もやっていないのと同じだ。

直ちに実施し若者の支援と定住促進を図るべきだがどうか。 
（４）中小事業者に対する物価高騰支援について 

区は区内事業者へのキャッシュレス還元事業や小規模事業

者経営改善補助金を新年度も行うとのことだが、キャッシュ

レス還元は一部の店舗のみ、経営改善補助金は限られた事業

者への設備投資支援であり、物価高騰への直接的な支援とは

言えない。杉並区では中小事業者を対象に６か月間の電気・

ガス料金の合計額に応じて最大１５万円を支給する、中小企

業光熱費高騰緊急対策助成を行った。葛飾区ではキャッシュ

レス還元事業と同時に個人事業主に 3 万円、中小事業者に１

５万円の物価高騰緊急支援金の支給を行っている。足立区で

も他区のように幅広い中小事業者への直接支援となる物価高

騰支援策を実施すべきではないか。 
（５）出産時一時金について 

出産育児一時金を４２万円から５０万円に増額した。区は

新年度、出産費用の総額と一時金等の差額分に対し、出生児

１人につき１０万円を上限とする出産費用助成を始める。出

産にかかる費用は通院や検診、交通費など出産費用だけでな

い。新年度予算では全員に一律１０万円を支給できる予算を

計上している。差額だけでなく出産祝い金として、一律１０

万円を支給する考えはないか。 
（６）生活応援給付金について 

国は住民税非課税世帯及び、住民税均等割のみ課税世帯へ

の臨時給付金として１世帯計１０万円を支給する。一方で多

くの課税者は４万円の定額減税のみで、満額を受け取れない

方も多くあり、しかも支給は６月以降だ。かつて区は「苦し

いのは住民税非課税世帯だけではない」と所得２００万円以

下の世帯に独自に「あだちから生活応援臨時給付金」の支給

に踏み切った。たとえわずかな金額でも区として物価高騰に
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対する支援金の支給に踏み出し、暮らしを守り抜く姿勢を示

すべきではないか。 
（７）学童保育について 

学童保育室の不足が深刻だ。新年度の申込件数は、ほぼ全

地域で受け入れ可能数を超え、超過数は今年度を３２４名上

回る４０８名にもなる。区は今年度、民設学童を８地域で公

募したが、１事業者しか決まらなかった。新年度は１４地域

に整備するというが、増えない原因の根本には、人員確保で

きない、家賃が高いことなどであり、この解決なしに進めて

も増えない。人材確保や家賃補助などを充実し、学童保育室

を増やす方策を抜本的に強めるべきだがどうか。 
（８）公立保育園の改築について 

公立保育園は、1960～70 年代に集中的に建設されて以来、

一度も大規模改修などを行わないできたため、時代が止まっ

たかのような施設で老朽化がすすんでいる。 
 昨年 9 月のわが党代表質問後に、教育長や副区長が施設を

調査し、改築や改修をすすめることを表明しているが、乳幼

児の生活の場である保育園だけに、相当の準備や計画性が求

められる。 
①保育園の改築は、園内では完結できないため、公共施設の

再配置計画と連動しながら、一刻も早くすすめるべきだがど

うか。 
②改築対象になっていない保育園も老朽化が激しく修繕が必

要だ。特にトイレのドライ化など早急に実施すべきだがどう

か。 
③当時の建築物は、ほぼ 100％断熱材としてアスベストを使

用しており、老朽化による破損で露出する危険性がある。こ

ういった情報を園側と共有し、早め早めの対応を行うべきだ

がどうか。 
④ガス湯沸かし器やおむつ交換台など、今の時代に見合った

施設改善を予算増額して行うべきだがどうか。 
（９）福祉タクシー券の拡充について 

新年度、「福祉タクシー券・自動車燃料助成券」の増額を

決めたが、現在交付対象となっていない精神障害者も対象に

加える考えはないか。 
（１０）（仮称）高齢者配食サービス支援事業について 
 （仮称）高齢者配食サービスの実施を決めたが、１０月の
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開始予定では遅すぎる。前倒しすべきではないか。 

 
III. 国保、介護保険について 

２０２３年の消費者物価指数は、第２次石油危機のあった１９

８２年以来、４１年ぶりの伸び率で、生鮮食品を除く食料品の高

騰は１９７５年以来のものだ。生活に欠かせない日用品の約９割

が、食料品に至っては３万２千３９６品目が値上げされ、まさに

歴史的な値上げラッシュが暮らしを圧迫している。 
このような中で、今年は国保、介護、後期高齢の保険料のトリ

プル値上げも予定されている。いのちと暮らしを守る自治体の真

価が問われると言っても過言ではない。そこで以下質問する。 

 
1. 国民健康保険について 
（１）日本共産党が２０２３年１０月末までに、国民健康保険の

保険者となっている全国１７３６自治体の２３年度の国民健康

保険料（税）率の改定状況を調査し、年収４００万円、４人世帯

をモデルに保険料を計算した結果、２３区の２３年度の保険料は

高い方から９８番目で、２２年度の１７４位から大幅に順位を上

げた。大都市に限れば、足立区より高いのは大阪市、堺市だけだ。

年収に占める保険料の割合は１１％を超える。所得では２割以上

だ。最も高い佐賀県の協会けんぽの保険料に比べても本人負担分

は１．８倍以上となる。 
東京都は６年で一般会計からの繰り入れ解消を、国は２４年

度から新たな国保運営方針に基づき、各都道府県に「保険料水

準の統一」を進めるよう求めているが、負担は限界だ。 
国民健康保険は、もともと自営業者や農家などを主な対象と想

定した医療保険だが、現在では非正規労働者やフリーランス、７

５歳未満の年金生活者などが増えた。低所得層が多いにもかかわ

らず負担は逆に重くなっている。このような構造問題を解消せず

に、保険料負担を増やし続ければ国民健康保険制度が崩壊しかね

ない。「国庫負担の引き上げ」や「低所得者への負担軽減」を国

の責任で行い、国民皆保険制度を維持すべきと思うがどうか。 
わが党はこの間、２３区特別区区長会の一般会計からの法定外

繰り入れを６年間で解消する方針について歯止めをかけるよう

強く求めてきたが、区長はどのような行動を取り、結果はどうだ

ったのか伺う。 
（２）高すぎる国保料を引き下げ、負担軽減こそ物価高騰で厳し
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い家計のやりくりを強いられている区民の願いと思うが、区の認

識はどうか。値上げはすべきでないと思うがどうか。 
（３）国保料が協会けんぽに比べ高いのは、協会けんぽにある事

業主負担がないことに加え、「人頭税」ともいうべき「均等割」

の存在だ。日本共産党は公費負担の追加で「均等割」は廃止すべ

きとの立場だが、物価高騰の中で、少なくとも均等割減額措置の

対象や要件の拡大にあたる保険外の福祉的措置を実施すべきで

はないか。 

 
2. 介護保険について 
第９期介護保険計画の中間報告では、次期介護保険料を基準額

で７，２２０円から７，５２０円に引き上げる案が示されたが、

現状でも２３区で一番高い保険料をさらに大幅に引き上げるも

ので、とても認めることは出来ない。 
今回の「高齢者保健福祉計画」「第 9 期介護保険事業計画」の

公聴会には８９名が参加、パブリックコメントでは介護保険料に

対する意見や要望が前回を１８１件上回る６０１件も寄せられ

た。４８９件が「値上げしないでください」７６件が「値下げし

てほしい」、その他もほぼ値上げに対し批判的な意見だ。 
区はパブコメに寄せられた声をどのように考えるか。これらの

切実な声に応え値上げはすべきではないと思うがどうか。 

 
IV. 若者が活き活きと活躍できる足立区へ 
若者の行政への参加や若者の声を聞くまちづくりの取組が全

国で広がっている。 
日本共産党区議団は昨年１１月に「わかもののまちサミット２

０２３」に参加し、全国の若者によるまちづくりにかかわる取り

組みについて、学んできた。 
開催都市の静岡県菊川市では、高校生の企画やアイデアをまち

づくりに活かし、高校生が主体的にまちづくりに参加する「きく

がわ高校生まちづくりスクール」の開催や高校生が主体となって

市の人口減少問題について考え、市に対して解決策の提案を行う

「高校生ふるさとセミナー」など若者が地域で自分らしく活躍で

きるようさまざまな取り組みを行っている。   
1. 背景には、「こども基本法」などで、これまで保護や支援の対

象だったこども・若者を、「社会形成の主体」として位置付ける

ことが明確に定義されたことにある。足立区でも子ども・若者を
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明確に位置付けるべきではないか。 
2. 「こども基本法」や「子ども・若者育成支援推進法」は市町

村に対し、子ども・若者育成支援についての計画を作成するよう

努めるものとしている。しかし足立区では、従来型の虐待や貧困、

就労支援など、弱者支援だ。子ども・若者を社会の構成員の一員

ととらえ、夢や希望をあきらめることなくチャレンジでき、個々

の状況に応じた社会参加への支援を、庁内の垣根を超えた連携が

出来るよう施策等を整理し、体系化した「足立区子ども・若者計

画」を作るべきではないか。 
3.  区は「子どもの意見を聴く仕組みについて」子ども施策に

関する区の会議・審議会等の参加を例として挙げているが、参加

については専門性等を踏まえ各所管が判断するとしている。若者

も同じ社会の構成員だが、政策決定を含む社会参加の仕組みや機

会は不十分だ。  
どの様な審議会でも若者枠を作るなど若者の声を聞き、活躍で

きる立場で臨むべきではないか。その為にも開催時間等も若者が

参加しやすい時間として配慮が必要ではないか。 
4. 多摩市では「わかものの権利を保障し支援と活躍を推進する

条例」制定に先立つ取り組みとして「多摩市若者会議」を立ち上

げた。若者にとって「住んでみたい。訪れてみたい」多摩市とな

るため、若者に「アイデアを出してもらい、さらに若者自身に実

践してもらう」ことを基本に、事業が組み立てられた。若者会議

からアイデアが出され具体化したのが、様々な世代の人が溜り、

交流し、新たなものを生み出していくとの願いが込められ作られ

た「未知カフェ」というカフェ＆街づくりの交流拠点だ。 
 一方、「あやセンター ぐるぐる」はまちづくりの交流拠点だが、

「個人が好きなことをやる中で、仲間が増え活動が広がる」こと

で若者につながるとしているが、確実性については未知数だ。菊

川市や多摩市のように、高校生や若者自身が社会や政治参加のア

イデアを出し実践できる活動拠点としての方向性を持たせる必

要があるのではないか。それこそが持続可能な足立区の未来への

道ではないか。 

 
V. 契約について 
1. 入札のあり方について 
区が発注する工事契約のうち、建築、土木工事において入札不

調が相次いでいる。入札不調が続くことで施設の維持・更新の計
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画が予定通り進まないだけではなく、先日発生した旧再生館のポ

ール倒壊のような老朽化による重大事故にも繋がりかねない。特

に建築工事においては令和４年度１０％台だった不調率が５年

には２３％にまで急増している。背景には人出不足、とりわけ技

術者不足が深刻だ。技術者育成に区として支援する体制の構築も

必要だが、すぐに成果が出るわけではなく、現状の中で出来る対

策も必要だ。確かに人出不足は深刻だが、年度末等の繁忙期があ

る反面、年度当初の４月頃は比較的余裕もあるとの声を受け、わ

が党は新年度予算成立後の６月議会での成立を待たずにできる

中規模の工事契約について、年度末に入札をかけ、あえて債務負

担行為にすることで年度当初から工事着手ができるようにする

ことで入札不調を減らすことができるのではと提案してきたが、

区の取組状況について伺う。 

 
2. 公契約条例について 
（１）公契約条例が制定され１０年が経過した。現在区では条例

見直しを進めている。区がおこなったアンケートでは工事契約に

おける労働者の回答率が他に比べ極端に低い。また、回答した職

種を見ると躯体工事段階の職種がほとんどで内装関係が含まれ

ていない。より多くの声を反映するために、施工段階の違う作業

現場での調査も必要ではないか。 
（２）工事請負契約約款第６条には、受注者は下請け契約を締結

する場合には、当該契約の相手方を足立区内に本店（建設業法（昭

和２４年法律第 1００号）に規定する主たる営業所を含む。）を

有する者の中から選定するよう努めなければならないとあるが、

アンケートの「あなたの勤め先（雇用主）はどちらか」の設問に

５７．８％が区外と答えている。しかも７６．６％が住まいが足

立区外と答えている。これでは公契約条例が求めている地域経済

循環という目的が果たせないのではないか。元受け業者に対し区

内事業者の活用を改めて強く求めるべきではないか。 
（３）足立区では職種区分に未熟練労働者を設定し、下限報酬額

は軽作業員の設計労務単価の 71％としている。しかし、国交省

が定める軽作業員の定義は「土砂資材の運搬・積込み・片付け、

公園の除草、標識の設置などの小規模作業」と、まさに未熟練労

働者のスキルの位置付けであり、未熟練の区分設定は労働者の不

利益を招くと思わないか。未熟練労働者の区分は廃止すべきでは

ないか。 
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（４）公契約条例適用現場において、多くの作業員が軽作業員と

定義づけられる実態が報告されている。予定価格積算に当たって

は必要な人員も考慮されているが、提出されている労働者台帳と

の乖離はないか調査をすべきではないか。 

 
3. 小規模工事契約について 
区は小規模工事登録事業者の一層の活用を図るため、令和４年９

月から新たな活用拡大策を実施してきたが、令和４年度実績では

入札できた登録業者は微増であった。名簿の自己紹介に具体性が

なく、発注課が希望する工事内容に対応可能か判断できなかった

との声を受け、令和５年から事業者に具体的な記載を依頼して、

マッチングしやすいように改めたとのことだが、効果はどうか。

また、1 社で 51 件（2,430 万円）の仕事を受注している実態もあ

るが、どの程度改善されたのか。 
令和４年度実績では登録者１５１者のうち受注できたのは４

１者と増加傾向であるが、更なる活用を進めて頂きたいが決意を

伺う。 

 
VI.公共交通のあり方について 
運転手不足により全国で公共交通の維持が課題となっている。

これまで「はるかぜ」の運行は交通事業者の自主運行に任せてき

たが、自主運行は限界との声を受け、路線維持のため今年４月か

ら７路線を協働事業で実施するとしている。しかし、はるかぜ３

号は３月末の廃止を決め７号、１０号も運行終了予定だ。また、

北千住駅と南千住駅間を運行している京成バスの北千住線廃止

が決まっている。路線バスの減便も相次いでおり、２０２４年問

題を考えると一層深刻だ。 

 

1. 埼玉県加須市を調査してきた。加須市では様々なニーズに応

え、誰一人取りこさないとの発想のもと、交通対策の制度構築を

進めたことで、交通空白ゼロの町として全国から視察が相次いで

いる。 
一方足立区は、鉄道駅から１Km、バス停からも３００ｍ以上

離れている地域を交通不便地域として、その解消のため新たな公

共交通の構築で解消しようと取り組んできた。しかし、これでは

高齢者や障害で歩行が困難な人がいても、交通不便地域とみなさ

れず、取り残されてしまう。 
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昨年区が実施した「第 51 回足立区政に関する世論調査」で現

状評価（満足度）が低く、重要度が高い項目に交通対策が挙げら

れている。交通不便と感じているのは廃線や減便が起きている地

域だけではない。 
高齢者が急激に増える中で、これまでの交通計画のあり方が現実

に合わなくなっている証拠ではないか。区民にとっての交通不便

をなくし全地域で区が責任をもって移動手段を確保する立場で

交通計画を持つべきではないか。 
2. 現在区は「足立区地域内交通導入サポート」制度を作り、住

民、区、事業者の各役割を明確化し費用負担等を他の自治体を参

考に、今年度中に実施するとしている。このようなやり方は２種

免許を待たない人に公共交通をゆだねることに繋がり、安全性に

ついての不安の声も上がっている。そもそも公共交通維持の最終

的な責任は公にあるのではないか。区が示した他の自治体の例は

どれも、利用率が一定基準に満たない場合は廃止が前提であり、

これでは責任を地域住民に押し付けるものではないか。 
3. 加須市では、市内交通事業者３社で構成する協議会が市から

の補助金を受け「デマンド型乗り合いタクシー」「循環バス」「シ

ャトルバス」の３つ方式を協働で運行し、すべての地域で交通空

白をなくしている。「デマンド型乗り合いタクシー」は３００円

の利用料で、追加負担なく乗り継ぎ場所で乗り継ぐことができ、

時間を気にしなければ自宅からドア to ドアで市内のどこにでも

行くことができる。乗り合いタクシーは、例えば７時の便を予約

しても、来るのは７時台の１時間のうちのいずれかで、定時制が

無く通勤などには使えないので、他の交通とは競合しないとのこ

とだった。 
（１）足立区でも加須市のように自治体が主体となって、複数の

交通媒体の組み合わせで、不便地域をなくし交通権を保証する立

場で計画を作るべきではないか。  
（２）鹿浜・入谷地域で実施予定の「デマンド交通」の実証実験

は、自宅に迎えに来ても、特定の停留所までで希望の場所に直接

行けない。この方式は荒川区で実施しているが不評だということ

は実証済みだ。足立区でも加須市で行っているような。「デマン

ド型乗り合いタクシー」を実施し、交通権を保証すべきではない

か。 
4. はるかぜ３号について 
「はるかぜ３号」の廃止に対し、地元町会をはじめとした存続を



 

                           13 枚のうち 12 枚目 

 ２９ 番  はたの 昭 彦 

行 政 区 分 質 問 の 要 旨 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 学校運営行政 

 

 

 

求める声をきっかけに、区は新年度「はるかぜ」路線維持のため、

７路線に対し運行経費の赤字分を補填することを決めた。これま

での方針の大転換だが、依然３号の廃止の方向は変わらない。 
区は存続できない理由を縷々述べるが、地元からはくらしを支

える大切な路線と存続を求める声は依然強い。令和４年の利用者

数も年間８万６千人を超えており、廃止予定の他の２路線と比べ

ても格段に多い。存続を決めた「はるかぜ」１１号よりも利用者

数が多いことからも、廃止の理由にはならない。また、廃止は年

間９万人近い区民の移動の足が奪われることになり、社会生活に

与える影響は大きい。区として存続のためのあらゆる努力を継続

して取り組むべきだがどうか。 

 
VII.学校の断熱について 
昨年の夏は観測史上最も暑い夏となった。今年はさらに暑くな

るとの予想もある。 

 
1. 学校環境衛生基準マニュアルでは教室の温度は 18℃以上、

28℃以下であることが望ましいとされているが、古い学校ほとん

どが断熱化されておらず、夏の最上階や西向きの教室は、エアコ

ンを稼働させても温度が下がらず、逆に冬は温まらず寒いとのこ

とだ。その結果、消費電力が大幅に増えても環境効率が非常に悪

くなっている。学校は、子どもたちが長い時間を過ごす、心身を

育む大切な場所で、さらに、災害時には避難所となることから環

境の改善は喫緊の課題だ。 
区は 2021 年 3 月に「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ」宣言を

行い、実現に向けた実行計画として、脱炭素ロードマップを策定

し、その対策として新築、改築を行う公共施設については、ZEB 
Ready 以上の認証を目指し、ＺＥＢの標準化を進め、認証が困難

な施設は、可能な限り省エネ性能を高めるとしている。学校は区

有施設の中で大きな面積を占めており、脱炭素化を進めることで

Co2 排出量を大きく減らすことができる。このような観点から既

存の学校断熱化が必要と思うがどうか。 
2. しかし、１年に２校ずつ改築しても学校数は多く、かなりの

時間を要することになる。 
葛飾区では、毎年２校程度ずつ改築工事を進めているが既存の

小中学校は約７０校あり、改修による省エネの実践が不可欠。実

際に使う子ども、教職員も巻き込み「学び」に還元しながら、省
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で、専門家の指導と区内工務店の協力で、ガラスの代わりに熱伝

導率の低いポリカーボネイトを使用した樹脂製の内窓をつけて

二重サッシに、換気扇の設置、熱交換器導入で教室の断熱化を進

める学校断熱ワークショップを開催した。このようなワークショ

ップは、費用的にも安く、環境教育や行動変容にも役立つことか

ら全国の学校で取り組まれている。これらの先進事例を学んで、

足立区でも学校断熱ワークショップに取り組んではどうか。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


